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《石井みちはる議員の質問では》
現在、全市の食数は12000食強。新センターは6000食規模で供給可能でありながら、10000食規模としています。これは少子化が進む将来、さらに統合を進め1センター化にする事を視野に入れたものです。当局はこの事実を否定できません。限られた敷地に大量の機材が必要となれば食中毒の危険が増します。

《さとうまりこ議員の質問では》
[bookmark: _GoBack]栄養教諭が減らされ、作り手の顔も見えないことから食育に不利なこと、一度に大量の食材が必要となるため、地産地消や有機食材の利用が進みにくいことを問題として取り上げました。最大限の工夫はするとの答弁でしたが、現実は困難です。また、調理現場の職員がほとんど非正規です。重労働の上、衛生面でも大変気を遣う仕事であり、待遇の改善を求めました。







日本共産党の石井みちはる議員と、さとうまりこ議員は、非常に重要な問題であるので、２人とも新学校給食センター問題で質問しました。








６月市議会で　

食育、地産地消、おいしい給食に逆行するのでは⁉
　藤枝市には、西部と北部、中部の３つの学校給食センターがあります。この内、西部と北部の施設が老朽化してきたため、教育委員会学校給食課は、民間業者に全面委託して「新学校給食センター基本構想・基本計画」を策定し、今年５月に公表しました。
その基本構想・計画では、緑町二丁目の中部学校給食センター隣接地に、１万食を作る新しい給食センターを建設し、ここにみんな統合する計画となっています。

《 問題点 ① 》

　地産地消も おいしい給食も
より難しくなります

　現在でも、藤枝市産の食材を使う地産地消は、ほとんど進んでいません。給食センターの規模が大きくなるほど、地産地消はより難しくなります。また、ていねいに調理することより、効率が重視され、おいしい給食とは逆行することになります。


《 問題点 ② 》

　市民が知らない内に
計画がどんどん進められています
　
　新学校給食センター基本構想・基本計画が策定されたのは今年3月下旬、市議会に報告されたのが5月です。市民のみなさんには、その内容が知らされていません。
それなのに、今年から来年にかけて用地買収と施設建設の基本設計・実施設計作成、2024年度に用地造成工事、2025年から建設を始め27年の完成というスケジュールに従い、施設建設の基本設計・実施設計が、今年6月、すでに設計業者に発注されています。（受注者・㈱池田建築設計事務所、受注額・4,565万円。）




新学校給食
センター
どうなる？
どうする？
北部給食センター（寺島）
最大4200食
新給食センター建設予定地（緑町）
最大1万食　（2027年稼働予定）
中部給食センター
　最大6300食
統合
西部給食センター（大西町）
　最大4100食
　
学校給食センター統合！
既に６月に設計も発注されています
    どんどん進められています
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